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１．　は　じ　め　に

　現在の申告納税制度のもとでは，納税義務者
は税法理論や解釈基準を適正に理解すると同時
に，自己の所得計算に必要な会計処理を合理的
に行なう素養を身につけることが必然的に求め
られている［長谷川（１９７５），６ページ］。これ
は，本稿において取り上げる連結納税制度につ
いても同様のことをいうことができる。連結納
税制度という税制度についても，納税義務者で
ある企業自身が自らの課税所得金額を適正に計
算するために必要な限度の法律を理解していな
ければならない。その意味において，連結納税
制度を取り上げる本稿は，将来の適正な税制度
を確立させるための研究であると表現すること
ができよう。連結納税制度は，企業の集団とい
う経済社会的現実の存在を前提とし，個々の会
社という法的実体を超え，企業集団という経済
的一体性を実質的な単位として課税所得を認識
しようとする思考が基礎となっている［井上
（１９９２），２ページ］。連結納税制度は，２００２年
４月に導入された税制度であり，従来の法的実
体としての法人を納税の対象とした単体納税制

度とは異なる制度である。
　課税所得計算を行なう際には，どのような組
織を対象としているのかを特定する必要がある。
対象とする組織を特定することによってはじめ
て，事業主の個人的な課税所得とは別に，企業
グループ全体の課税所得計算が識別されること
となる。富岡（１９８４）は，この内容を「納税主
体設定の公準」と表現している［富岡（１９８４），
２１ページ］。「納税主体設定の公準」によって，
所得を実質的に稼得する主体たる者（本稿では
企業グループという組織）を納税実体として課
税関係を形成することが求められる［富岡
（１９８４），２１ページ］。つまり，課税を行なう実
体はどのような組織にあるのかという実体の設
定をする必要があるため，連結実体観という考
え方を詳細に捉える研究は重要であると主張す
ることができる。本稿のテーマとなっている連
結実体観について，実体の構成内容（概念）か
ら考察することは，「納税主体設定の公準」の視
点から重要なことであるといえる。
　これまでの連結納税制度に関する研究成果を
整理してみると，現在の連結納税制度が抱えて
いる問題点を具体的に示す内容でありながら，
その問題点を有する規定を個別的に取り上げる
ことが多かった。課税庁側と納税義務者側の両
側面から検討し，その検討の結果，適正な税制
度の確立が経済の成長につながることを明確に
述べなければ，理論的整合性のある議論である
と表現することはできない。連結納税制度が抱
えている個別の問題点の背景にある根本的原因
を詳細に整理したうえで，個別の問題点を検討
しなければならない。
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　連結納税制度が抱えている個別の問題点の背
景にある根本的原因が連結実体観（view of con-
solidated entity）の交錯である。連結実体観の
基本的思考の交錯は，連結納税制度の実践を複
雑なものにする原因となっている［井上
（１９９６），２１７ページ］。この連結実体観とは，企
業グループという経済的一体性をもったグルー
プ関係の本質を理論的に捉える考え方のことで
ある。連結納税制度の問題点を個別的に研究す
ることも重要である。しかし，これら問題点の
背景にある「企業グループを捉える概念（＝連
結実体観）」という統一的視点から理論的に論じ
られることが最も妥当であろう。したがって，
連結実体観という統一的視点から個別問題点を
検討し，そこから連結実体観の新たな適用方法
を具体的に提言することができたなら，従来の
研究に新たな知見を理論的側面から追加するこ
とになる。
　ここで確認しなければならない事項が，連結
納税制度が抱えている個別的問題点には，どの
ようなものがあるのかということである。大倉
（２００４）は，日本とアメリカとの規定で最も異
なっている点であり，連結納税制度の普及を妨
げている問題点であるとして，「欠損金処理の課
題」，「子会社資産の時価評価の課題」，「内部取
引の時価評価の課題」を取り上げている［大倉
（２００４），２ペ ー ジ］。ま た，大 倉（２００９）が
２００８年９月に実施した企業へのアンケート調査
を行なった際に，「全く望ましくない」と回答し
た企業の割合が最も多かった規定が，これら３
点であった［大倉（２００９），３４－３７ページ］。さ
らに，日本経済新聞２００９年６月６日の記事では，
連結納税制度の普及を妨げ，２０１０年度の税制改
正において変更されるための議論が政府によっ
て行なわれる予定である規定として上記の３つ
の問題点を取り上げている。
　本稿は，連結実体観の統一的視点から連結納
税制度が抱えている問題点の解消方法を検討し，

新たな連結実体観の適用方法を導き出すことを
目的とする。そこで第２章では，企業グループ
という法人関係の本質を捉える連結実体観の内
容を整理する。第３章から第５章は，連結納税
制度の普及を妨げている個別的問題点を取り上
げる。すでに述べているように，これらの問題
点の根本的要因は，第２章において論じる連結
実体観の交錯にある。そこで，連結実体観の統
一的視点から個別の問題点の解決方法を検討す
る。第３章では，３つの個別的課題の中の「欠
損金処理の課題」について，第４章は「子会社
資産の時価評価の課題」に焦点をあて，第５章
は「内部取引における時価評価の課題」を取り
上げることとする。そして，第３章から第５章
までの検討の結果，単一実体概念に基づく連結
実体観の構築が必要であるということを明確に
することとする。

２．　連結納税制度における連結実体観

　本章で取り上げる連結納税制度における連結
実体観１）は，単一実体概念（single entity con-
cept）と個別実体概念（separate entity concept）
とに区別することができる２）。単一実体概念と個
別実体概念は，アメリカと日本の両方の連結納
税制度に存在する。現在，連結実体観は，「米国
やわが国の連結納税制度において単一主体概念
と個別主体概念とが交錯しており，形成された
実際の制度における連結主体観には二面性が見
られる」［金光（２００６），６８ページ］状況にあ
る。このような連結実体観の基本的思考の交錯
が生じている状況は，連結納税制度の実践を複
雑なものにする原因となっている［井上（１９９６）， 

２１７ページ］。そのため，本章では，単一実体概
念と個別実体概念の特徴について，詳細に整理
を行なう。
　まず，単一実体概念について，その内容と実
際の法律の中でどのように取り扱われているの
かを具体例とともに確認する。単一実体概念と
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は，「連結の単一実体概念の下において，個々の
メンバーは個別の存在を失い，グループは，法
人組織ではない部門の集団（a number of unin-
corporated divisions）として扱われているメン
バーで１つの法人実体（one corporate entity）
を構成しているように扱われる」［Abbott

（１９８９），p. １０７４］考え方のことである。言い換
えるのでれば，「単一主体概念は，個別メンバー
というより，関係法人グループを単一の納税主
体と考えようとする」［中田（１９７８），７ペー
ジ］概念なのである３）。この概念は，連結納税
制度におけるグループの範囲となる関連グルー
プが，１つの実体（one unit）として活動して
いる単体法人であるということを意味している
のである［Crumbley（１９６８），p. ５５４］。
　日本においても，企業グループという組織形
態について単一実体概念を指向する解説がなさ
れている。税制調査会法人課税小委員会は『連
結納税制度の基本的考え方』のなかで，「連結納
税制度の意義は，企業の事業部門が１００％子会
社として分社化された企業グループやいわゆる
純粋持株会社に所有される企業グループのよう
に，一体性をもって経営され実質的に１つの法
人とみることができる実態を持つ企業グループ
については，個々の法人を納税単位として課税
するよりも，グループ全体を１つの納税単位と
して課税するほうが，その実態に即した適正な
課税が実現されることにある」［税制調査会法人
課税小委員会（２００１），３８ページ］と説明して
いる。
　単一実体概念が用いられている例として，連
結事業年度を統一するということが挙げられる。
これは，アメリカと日本に共通している項目で
ある。連結納税制度を適用している企業グルー
プ内の全ての企業は，その事業年度を統一する
必要があるのである。連結課税所得金額は，
個々の企業の課税所得金額を合計または相殺さ
れることによって決定される［大倉（２００４），４

ページ］。そのため，グループを構成する全ての
企業の事業年度を統一しなければならないので
ある。また，日本において，単一実体概念を用
いることが顕著に現れている主な具体例として，
グループに加入する際には，子会社資産を時価
で評価しなければならいという規定を挙げるこ
とができる（法人税法第６１条）。従来の個別の法
的実体として存在していた企業が，グループに
加入する場合には，その個別存在を失い，グ
ループを構成するメンバーとなるので一度清算
する必要がある。そのため，加入する子会社の
資産を時価で評価するというものである。
　次に，個別実体概念について，その内容と特
徴を確認する。個別実体概念は，「連結の集合ま
たは個別企業理論の下において，個々の独立し
たメンバーは，個別の課税所得や負債の決定の
目的に対し，個々の主体性と存在を保持する」
［Abbott（１９８９），p. １０７４］考え方であり，「互
いのメンバーの個別企業の存在は尊重される」
［Abbott（１９８９），p. １０７４］。すなわち，「個別実
体概念は，各メンバー会社が個別所得と租税債
務の決定について個性と個別存在を保有し，そ
の結果が連結計算のために加算・相殺されると
いう考え方を強調する」［井上（１９９６），２１ペー
ジ］考え方なのである。個別実体概念は，アメ
リカにおいて１９６６年の連結納税申告規則の改正
時に考えられた連結実体観である。この１９６６年
の連結納税申告規則に対する基本的な根拠は，
従来個別の存在として捉えられていた企業を納
税義務者に含めることにあったのである
［Gonzalez（１９６６），p. ４９］。
　日本においては，連結納税制度の導入当初か
ら個別実体概念についても単一実体概念と同じ
ように解説が行なわれていた。『連結納税制度の
基本的考え方』では，「連結納税制度をあたかも
１つの法人として課税するとしても，一方で企
業グループを構成する個々の法人が独立した法
人格を持ち，納税単位となる企業グループの構
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成メンバーについて加入・離脱が生じるといっ
た流動性，不安定性を十分考慮に入れて，適正，
公平な課税が実現されるような仕組みを構築す
る必要がある」［税制調査会法人課税小委員会
（２００１），３９ページ］と説明されている。連結納
税制度は，グループ全体を課税の対象とすると
いう意味では単一実体概念を用いられるが，グ
ループを構成する個々の企業の存在も重視する
個別実体概念も把握する必要があるとしている
のである。
　個別実体概念が実際に連結納税制度の規定の
中で具体的に取り扱われている例として，企業
グループを構成している個々の企業が採用して
いる会計基準について個別適用を容認している
ことを挙げることができる。アメリカでは，内
国歳入法（Internal Revenue Code）第４４６条に
おいて「納税者は，各自の方法が各個別企業に
関する利益を適切に反映していると仮定するな
らば，異なった会計方法を用いることが許され
る」と規定されている。日本においても会計基
準の課別適用は認められている。
　ここまでの個別実体概念についての整理を見
て，連結実体観について個別実体概念を基礎に
して把握することにも，個々の企業の存在を尊
重し，グループに対し適正な課税を行なうとい
う視点から経済的一体性の適正な把握を実現す
ることができる要因があるように思われる。そ
の理由は，本来法的には独立した個々の法人は，
親会社の支配下に統合されたものに過ぎず，企
業グループへの加入やグループからの離脱が行
われることが可能な流動的な存在であるからで
ある。しかし，この個別実体概念だけでは，経
済的一体性を正確に実現することができないの
ではないだろうか。連結納税制度は個々の法的
主体を超えて，経済的に協力関係にある企業グ
ループ自体を単一の納税実体として捉える制度
であるため，やはり，単一実体概念を全く無視
して連結実体観を考えることはできない。仮に，

単一実体概念が全く無視されて，連結実体観が
構成されてしまうと，法的に個別に存在する企
業の実体性が強調されてしまうため，一定の連
結事業年度の中で複数の法人から構成される企
業グループ全体の連結課税所得金額を導き出す
理論的根拠がなくなってしまう。そうなると，
連結納税制度自体の制度としての設立目的が失
われてしまうのである。単一実体概念を全く無
視して個別実体概念だけを用いることは，非常
に難しいといえよう。
　以上，単一実体概念と個別実体概念の内容と
特徴を整理してきた。単一実体概念と個別実体
概念の２つの概念の交錯４）が，連結納税制度の
実践を困難にしているという現状を考えたのな
らば，一定の基準を設けて企業に対し具体的に
明示する必要がある。先行研究においては，「理
論的には，連結納税制度の構築・実践に際して
は，単一主体概念と個別主体概念のいずれかに
依拠し，連結主体観として首尾一貫した立場が
採られるべきである」［金光（２００６），６８ページ］
という考え方が存在する。つまり，単一実体概
念か個別実体概念のどちらか１つの概念に統一
するのである５）。
　そこで，以下の章においては，個別的な規定
の問題点を取り上げつつ，その問題点の改善策
について連結実体観（単一実体概念と個別実体
概念）の視点から検討することとする。

３．　経済的一体性を反映し得る欠損金処理
規定

　本章では，連結納税制度が抱える３つの個別
的課題の中の「欠損金処理の課題」について検
討を行うこととする。繰越欠損金（繰戻欠損金）
とは，事業期間を人為的に設けたことにより，
企業の成果を長期的に測定するために，翌事業
年度以降に繰り越す（繰り戻す）ことのできる
欠損金（net loss）のことである。現在の欠損金
処理の規定には，企業グループに含め得る子会
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社を加入させることを抑制しているという問題
点を有している。そこで，まず，この問題点を
明確にし，そのうえで，第２章で提言した連結
実体観の新たな適用方法に則って規定内容を構
築することとなれば，企業グループに含め得る
子会社を積極的に加入できるように欠損金処理
の規定を運用することができると論じることと
する。本章の目的は，単一実体概念を徹底して
用いれば，「欠損金処理の課題」を解消すること
ができると説明することなのである。
　現在の欠損金処理規定は，繰越控除だけを認
めて（法人税法第１９条の２），繰戻控除は認めて
いない（租税特別措置法第６８条の９８）。さらに，
連結納税制度適用前の子会社の単体欠損金は原
則として控除を認めない。この立法趣旨は，連
結納税制度適用前に欠損金を持つ子会社を買
収・設立して，利益を有する会社の所得と通算
することにより，租税を回避することを防止す
るためである。
　しかし，企業グループはそれ自体が単一の納
税実体と考えられ，グループ全体の正確な課税
所得を長期的に算出するのであれば，繰戻控除
も認めるべきである。また，連結納税制度適用
前の子会社の単体欠損金を全く認めないという
ことは，グループ内の個々の法人が，親会社の
一事業部であるのと課税上変わらないようにす
る考え方と反することになり，企業グループに
子会社を加入させることを妨げてしまうことに
なる。所得を有する子会社も欠損金を有する子
会社も，グループに含め得る子会社は，経済的
一体性をもつ企業グループとして捉えるべきで
ある６）。つまり，法的実体を超えて経済的一体
性をもつ企業グループに課税させようとする行
為を妨げているのである。
　一方で，アメリカの連結納税制度では，企業
の成果を長期的に測定するために，企業グルー
プメンバーの欠損金を前後の事業年度で２０年間
にわたり繰り越すことができ，３年間にわたっ

て繰り戻すことができる（内国歳入法第１７２条）。
企業グループでの欠損金を繰り越し，または繰
り戻して控除することができるのである。企業
グループはそれ自体が単一の納税実体と考えら
れているので，企業グループでの欠損金を繰り
越して控除するだけでなく，繰り戻して控除す
ることが認められているのである７）。さらに，企
業グループメンバーの加入前または離脱後の個
別申告年度に生じた欠損金についても繰越控除
や繰戻控除が認められている。ただし，グルー
プ加入前・離脱後の個別欠損金については，無
制限に繰越控除・繰戻控除が行なわれるのでは
なく，一定の限度額が設けられている。その制
限を定めた原則が，SRLY原則（Separate 
Return Limitation Year Principle）である。
SRLY原則とは，「個別申告（separate returns）
を記録した同じ関連グループのメンバー（affili-
ated group member）であるグループの共通の
親会社と法人の個別申告年度を除いて，連結グ
ループ（consolidated group）のメンバーは，個
別申告を記録する」［Huber et al.（１９９８），p. 

１２］という規定である。SRLY原則を設けるこ
とにより，グループ加入前・離脱後の個別欠損
金の繰越控除・繰戻控除に一定の制限を与え，
企業グループの他のメンバーと相殺を一定制限
認めないことにより［Starr and Yates（１９９３），
p. ２４］，租税回避を防止するように整備されてい
るのである。
　企業グループの欠損金の繰戻控除が認められ
ておらず，また，連結納税制度適用前の子会社
の単体欠損金を全く認めないことにより，企業
グループ全体の正確な課税所得を算出すること
ができず，企業グループに含め得る子会社を積
極的に加入させることができない。
　これらのことを考慮するならば，企業グルー
プに含め得る子会社を積極的に加入させること
を促進させるということを念頭に置きながら，
租税回避を防止することが必要である。そこで
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次に，どのような連結実体観の適用方法を実践
した場合，問題点が解消されるのかを検証して
みよう。
　連結実体観については，企業グループを１つ
の納税の対象として捉えることを前提とした単
一実体概念を用いるべきである。企業グループ
を１つの納税の対象として捉えることを前提と
しているため，グループ全体の長期的な経営成
績を測定するため，繰越控除だけでなく繰戻控
除も認めることとなる。また，企業グループを
１つの納税の対象として捉えるため，連結納税
制度適用前の子会社の単体欠損金は原則として
控除できるようになる。ただし，これでは，連
結納税制度を適用する前に欠損金を持つ子会社
を買収または設立して，利益を有する会社の所
得と通算する租税回避が行なわれる恐れがある
ので，SRLY原則のような規定を設け，企業グ
ループ加入前・離脱後の個別欠損金の繰越控
除・繰戻控除に一定の制限を加えるのである。
この内容を示したものが図１である８）。
　仮に，個別実体概念のみを用いて欠損金処理
規定を構築した場合，企業グループを構成する
個々の企業の主体性が尊重されるため，企業グ
ループ全体の成果を導き出すという視点が欠如

してしまう。そのため，欠損金を繰越控除・繰
戻控除すること自体ができなくなってしまう。
このような規定は，企業グループ全体の連結課
税所得金額を正確に導き出すという連結納税制
度自体の存在意義を否定してしまうことになる。
さらに，「関連グループは異なった法人の集合
体であり，その各々が連結所得税目的に対し，
個別の納税者として扱われる」［Dahlberg

（１９８７），p. ５４７］ため，親会社や子会社が企業
グループに加入する前の欠損金についてはグ
ループ全体の課税所得金額と相殺することがで
きない。これでは，グループ加入前に有してい
た欠損金を企業グループ全体の課税所得金額と
相殺することができるというメリットがなく
なってしまう。
　本章で取り上げた「欠損金処理規定の課題」
について，２００９年１２月２２日に発表された税制改
正大綱において，政府は，原則として認められ
なかった企業グループ加入前の子会社の欠損金
について個別所得金額を限度（SRLY原則のよ
うな規定）として一部認めるように改正する予
定である。このような規定の変更は，本節にお
いて主張してきた，単一実体概念に基づく連結
実体観の適用にその理論的根拠を明示すること
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ができる。従来認められなかった企業グループ
加入前の子会社が有していた欠損金を繰越控除
できるように議論されていることは，子会社が
企業グループの構成要員として認識されている，
すなわち単一実体概念に基づいた認識をされて
いることになる。親会社と子会社の欠損金処理
について，単一実体概念が徹底して適用される
ことになると理解できる。
　さらに，個別所得金額を限度として繰越控除
の対象とすることは，企業グループ加入前に欠
損金を有する子会社を買収または設立して，利
益を有する会社の所得と通算する租税回避を防
止する本来の立法趣旨を踏襲している。本章で
主張した SRLY原則のような規定を設け，企業
グループ加入前・離脱後の個別欠損金の控除を
制限することで，租税回避を防止するという内
容に非常に近似している。２００９年１２月２２日の税
制改正大綱においては説明が行なわれていない
が，理論的側面から詳細に整理するのであれば，
単一実体概念に重点を置いた連結実体観の徹底
した適用が，欠損金処理規定の改正予定案の根
底にあると考えることができる。

４．　子会社資産の評価規定と中立

　本章においては，３つの個別的課題の中で，
「子会社資産の時価評価の課題」に焦点をあてて
検討することとする。「子会社資産の時価評価の
課題」とは，法人税法第６１条の１１・１２におい
て，企業グループに加入する際には子会社資産
を時価で評価しなければならないという規定に
対する課題のことである。しかし，この規定に
は，企業グループに加入した際に未実現利益部
分に課税されてしまうが，他方で未実現損失に
ついては認められず，結果として連結納税制度
を採用することにより課税金額が増大してしま
うという問題点を有している。本章の目的は，
単一実体概念を徹底して用いれば，「子会社資産
の時価評価の課題」を解消できると検討するこ

となのである。
　企業グループに子会社を加入させる場合，従
来の単体で事業活動を行なって獲得した所得に
対しては単体法人を納税単位として課税を行い，
企業グループで事業活動を行なって獲得した所
得に対してはそのグループを納税単位として課
税を行なうことが妥当であるとの考えにより時
価評価される。また，従来の単体納税制度の下
で生じた資産の含み損を任意に連結納税制度の
下に持ち込んで利用することができるならば，
租税回避が容易にできてしまう恐れがある［阿
部（２００３），５０ページ］ので，時価で評価され
るのである。
　しかし，この規定に従うと，含み益を有した
子会社を企業グループに加入させる場合は，時
価評価により未実現利益が発生し，連結納税制
度を適用した時にその未実現利益部分に課税さ
れてしまう。連結納税制度の採用により未実現
利益部分に課税されてしまったのでは，従来の
単体課税制度と企業グループを課税単位とする
連結納税制度との選択にゆがみが生じてしまう。
言い換えるのならば，企業グループに子会社を
新たに加入させる行動を抑制してしまうのであ
る。「所得課税の理論的仕組みをゆがめる未実現
利益の課税などによって制度の根幹を踏み外す
べきではない」［山本（２００１），５８ページ］とい
うことができよう。
　この内容を連結実体観の視点から考えると，
企業グループ加入前の子会社の含み損について
は全く認められず，連結課税所得金額計算に反
映されていないという点から，グループの構成
要員とみなされていない，すなわち個別企業の
存在が尊重されていることになる。この内容か
ら，含み損を有する子会社については個別実体
概念に基いて規定が構築されているということ
ができる。一方，含み益については，グループ
加入後も認識され，連結課税所得金額の一部
（未実現利益）として課税されることから，グ
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ループを構成する法人は一構成員として存在す
る単一実体概念が顕著に示された処理となって
いる。つまり，連結実体観が交錯しているため
に，このような矛盾した処理が行なわれている
のである。
　子会社を企業グループに加入させる場合，ア
メリカの連結納税制度では，子会社が含み損を
有していても，原則として連結課税所得から控
除することができない。しかし，内国歳入法第
３８２条により認められている「３８２制限」９）の範
囲以内ならば控除することができる。「３８２制限」
の範囲以外の含み損は控除することが一切認め
られていないので，グループのメンバーとなる
会社の損失を連結法人グループに受け入れて，
グループ内の他の法人の所得を減少または排除
するという租税回避を防止する［Greenwald 
and Leduc（２００３），p. ３８］ことができるのであ
る。また，加入する子会社に含み益が出ている
場合，含み益部分を控除可能金額として「３８２制
限」の限度額に加えることができる。つまり，
含み益の金額だけ控除可能な限度額が増額する
ということは，結果として新たに企業グループ
に加入する際の子会社資産の含み益は計上して
いないことになる。アメリカでは，経済的一体
性をもった企業グループを１つの組織として捉
えることが容易にかつ正確にできる環境にある
ということができる［藤井（２００８），１１５ペー
ジ］。
　アメリカでは「３８２制限」を設けることで，含
み損を有する子会社を企業グループに加入させ，
他のグループのメンバーの所得から控除すると
いう租税回避を防止している。一方で，含み益
を有する子会社については，その金額を把握し
たうえで，含み益の金額分だけ控除可能な限度
額を増額している。含み益部分を控除可能金額
として「３８２制限」の限度額に加えるということ
は，含み益として計上される未実現利益部分に
課税されてしまう恐れがないのである。含み益

の金額分を控除可能な限度額を増額させる規定
により，含み損を有する子会社だけでなく含み
益を有する子会社も含め企業グループのメン
バーとして把握することを適正に行なうことが
できるようになっている。
　日本の子会社資産の時価評価規定の場合，含
み益を有する子会社を企業グループに加入させ
る場合，未実現利益が計上されその部分に課税
されてしまう。しかし，他方で含み損を有する
子会社を加入させる場合，未実現損失について
は認められず，結果として連結納税制度を採用
することにより課税金額が増大してしまうので
ある。これでは，グループに含め得る子会社を
加入させることは困難であり，経済的一体性を
もつ企業グループを適正に把握できる状況にあ
るということはできない。これは，アメリカの
規定と比較すれば明らかである。
　以上の内容を考慮するなら，グループに含め
得る子会社を積極的に加入させることを促進さ
せるということを念頭に置きながら，租税回避
を防止することが必要である。ここで，第２章
で示した連結実体観の適用方法を実践した場合，
この問題点がどのように解消されるのかを検証
する。
　従来の課税実体とは異なる企業グループを納
税実体として課税を行なうため，時価評価によ
り一度清算される必要がある［金子（２００８），
３２６ページ］。つまり，企業グループ全体が１つ
の納税実体であることが前提となるため，時価
評価は維持するべきある。さらに，個別企業は
企業グループの構成要員となるため，含み益だ
けでなく含み損についても認識するのである。
これはまさしく単一実体概念が基礎となった規
定内容であるといえる。含み損を認めることに
より企業グループ全体の連結課税所得金額を減
少するメリットを持たせることにより，含み益
の認識により未実現利益へ課税させるというデ
メリットを両立させるのである。含み益による
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未実現利益課税というデメリットと含み損控除
というメリットが両立するにより，企業が自ら
の経営意思決定で，子会社を企業グループのメ
ンバーに加入させる判断が容易になる。これは，
従来の単体納税制度との経営の選択にゆがみが
生じず，中立な経営活動を担保することにつな
がる。従来の子会社資産の時価評価規定では，
含み益しか認識されず一方的な連結課税所得金
額の増大が起きていた。そのため，単一実体概
念の徹底という連結実体観の採用によるメリッ
トとデメリットの両立は，企業の経営の選択を
自由にさせることになる。これは，「３８２制限」
の範囲以内ならば控除することができ，含み益
は他のグループメンバーの欠損金と相殺できな
いが含み益の同額分だけ「３８２制限」の限度額を
増額することができるというアメリカの規定と
近似している。企業グループ全体が１つの納税
実体であることを制度の根底とする単一実体概
念を適用することにより，企業グループに新た
に加入する子会社の資産状況を明確にすると同
時に，含み損を認め，含み益を有した子会社を
加入した場合のデメリットが軽減されるのであ
る。この内容を示したものが図２である。含み

益だけでなく含み損を認めることにより，損益
通算できる金額を増やし，連結納税制度を適用
できる機会が多くなる。その結果，課税組織を
企業グループ全体という経済的一体性をもつグ
ループとして捉えていくことが可能となってく
る。控除することの可能な含み損を認識するこ
とで，子会社を企業グループのメンバー積極的
に加入させることが容易になると考えられる。

５．　課税リスクを生じさせない内部取引規定

　本章においては，「内部取引における時価評価
の課題」に焦点をあてて検討することとする。
「内部取引における時価評価の課題」とは，連結
納税制度が適用されている企業グループメン
バー内の内部取引（intercompany transactions）
については，時価で評価しなければならないと
いう規定に対する課題のことである。しかし，
この規定には，時価の曖昧さが，取引価格と時
価が乖離した場合，どの程度以上であれば寄附
金として損金不算入項目になってしまうかが判
然としないという問題点を有している。そこで
本章においても，単一実体概念を採用すること
により「内部取引における時価評価の課題」を
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解消すると検討する。
　企業グループ内での自由な取引価格による租
税回避を防止するために恣意性を排除するため
に，内部取引については時価が用いられている。
しかし，この時価の定義そのものについて，法
人税法の中で具体的に規定がなされているわけ
ではない。相続税における時価は，財産評価基
本通達の第１条の２の「時価とは，課税時期に
おいてそれぞれの財産の状況に応じ，不特定多
数の当事者間で自由な取引が行われる場合に通
常成立すると認められる価格をいい，その価額
は，この通達の定めによって評価した価格によ
る」という規定を採用している。しかし，同じ
租税法であるという理由から，財産評価基本通
達をそのまま法人税法の世界でも利用すること
はできない［八ツ尾（２００３），２６３ページ］。す
なわち，時価の算出方法について法人税法の中
において具体的な規定がないために，その算定
は非常に困難であり，時価という評価尺度が曖
昧であると考えることができる。
　また，グループ内での内部取引を行った場合
に生じる損益の処理について，法人税法第８１条
の１０の規定により通常は内部取引に係る損益の
額は未実現損益であるために相殺消去され，連
結所得の計算上影響はないものとされている。
しかし，日本の規定では取引価格と時価が著し
く乖離している場合に，損益を消去することが
できない。それは，法人税法第８１条の６の規定
により取引価格と時価の差額が寄附金として捉
えられ，この寄附金については全額損金不算入
になるという規定で示されている。この規定は，
グループ内取引の損益の調整を利用して「含み
損失を利用して高価買入又は低廉譲渡による租
税回避の行為・計算」［大沼（２００２），１１７ペー
ジ］が行なわれることが予想されるために設け
られている。時価という評価尺度が曖昧である
ため，寄附金の損金不算入について，その寄附
金として捉える範囲を不明確にしているという

問題を生じさせている。
　仮に，取引価格と時価の差額が寄附金として
捉えられ，グループ内取引の損益の調整として
利用できないとする。内部取引で生じた損益を
相殺消去することができず，寄附金が損金とし
て認められなければグループ全体の課税金額が
多くなってしまう。そのため，納税者である企
業にとっては連結課税所得が増大してしまうた
め，非常に不利益になる問題となってしまうの
である。「単体法人の一方は寄附金（損金不算
入），一方は受贈益課税というのは，連結グルー
プの一体経営を前提として構築される連結納税
制度の考え方に反する」［山本（２００１），４１ペー
ジ］という意見が存在している。つまり，内部
取引において時価が曖昧であるということが，
取引価格と時価の差額を損益の調整を利用して
相殺すること期待している企業に対し，相殺で
きる範囲を不明確に示しているという問題点を
有しているのである。
　その一方，アメリカでは内部取引の取引価格
について，移転価格税制（Transfer Pricing 
Taxation Legislation）により決定される。移転
価格税制は，グループメンバー内での内部取引
について，その取引価格を適正に算出し，グ
ループ全体の正確な所得を導くために設けられ
た制度である［Kachelmeier and Towry（２００２）， 
p. ５７２］。この移転価格税制の基礎となる考え方
が独立当事者間基準（Arm’s Length Principle）
である。独立当事者間基準の考えのもとでは，
企業グループ内の法人間取引の実質的な取引価
格が，グループではない他の独立した企業との
取引での価格，つまり独立した第３者間で成立
する価格と一致する場合には，移転価格税制の
対象とはならない。しかし，グループ内の法人
間取引の取引価格が，独立した第３者間で成立
する価格と一致しない場合に，移転価格税制が
適用される。独立当事者間基準による独立企業
間価格は，複数の取引価格の算定方法１０）が存在
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し，その中から取引状況１１）を考慮して算定方法
が選択される。取引状況を考慮し，複数の取引
価格を算定しているため，この取引価格につい
て客観性が保たれていると言うことができよう。
　また，アメリカの場合，内国歳入法施行規則
（Income Tax Regulation）第１.１５０２-１３において
内部取引により生じた損益の帰属を明確にする
ことを規定している。内部取引により生じた損
益がどの個別法人に帰属するのかを明確に定め
なければ，外部取引などによりグループ全体の
損益として表面化した場合に，租税回避を行う
ための損益として利用される可能性がある。そ
のため，企業グループのどの法人間の取引によ
り生じた損益なのかを把握しなければならない。
アメリカの規定は，移転価格税制と内国歳入法
施行規則第１.１５０２-１３により，より妥当な客観性
を持った取引価格を決定しているといえる。
　日本の連結納税制度では，内部取引による時
価が曖昧であると同時に，取引価格と時価が乖
離した場合，どの程度以上であれば寄附金とし
て損金不算入項目になってしまうかが判然とし
ないという問題点を有している。客観的な内部
取引価格を決定し，さらに，内部取引により生
じた損益の帰属を明確にしているアメリカの規
定と異なっている。内部取引価格の客観性を保

ち，グループ内の法人の存在を尊重することに
より，内部取引で生じた損益の帰属を明らかに
しなければならない。
　以上の内容を考慮するならば，単一実体概念
を徹底することで，「内部取引の時価評価の課
題」を解消するべきである。単一実体概念の視
点があれば，企業グループ全体の実体性が尊重
されるため，現在採用されている時価ではない，
より客観的な視点を取り入れるはずである。単
一実体概念を持って改善することになれば，現
在の内部取引価格を時価とは違った移転価格税
制のような客観的に決定された尺度によって，
評価することができるようになる。この内容を
示した図が図３である。
　現在の内部取引規定は，グループ内の内部取
引での租税回避の行為を防止するために時価を
採用している。しかし，取引価格の算定方法が
複数存在し，その算定方法の中から，取引状況
を考慮して算定方法を客観的に選択するという
移転価格税制のような規定を採用したほうが，
より厳密に租税回避の行為を防止することがで
きる。時価という定義が曖昧で，納税者である
企業にとって不便なものとなっている現状を考
えるのならば，移転価格税制のような規定へ変
更することが必要であると思われる。そのため
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には，内部取引に係る規定においても単一実体
概念を採用するべきである。八ツ尾（２００３）も
「時価とは，一般的に『資産取引に関し十分な知
識と情報を有する売り手と買い手が自発的に相
対取引するときに価格によって資産を評価した
額である。』と定義されているが，具体的に個々
の資産の時価を算出することは実務上，かなり
困難であるといわれている。その意味で『移転
価格税制』のような発想が導入されなければな
らない」［八ツ尾（２００３），２６３ページ］と主張
している。「内国取引においても公正価格での取
引を義務付ける移転価格税制が整備されている
米国とは異なり，そうした制度が存在しないわ
が国において，『時価』をどのように見積もるか
については，曖昧な部分が残されている」［阿部
（２００３），１０９ページ］ので，単一実体概念に
そった規定を新たに構築することが求められて
いる。

６．　む　　す　　び

　本稿の目的は，連結実体観の新たな適用方法
を具体的に提示し，この適用方法を用いること
となれば，連結納税制度が抱えている個別の問
題点を解消することができるということを明ら
かにすることであった。このような内容を作成
する必要性が生じている背景には，連結納税制
度が抱えている個別の問題点を統一的視点から
分析したものは従来の研究には存在しなかった
ことが挙げられる。現在の連結納税制度が有し
ている問題点は経済的一体性をもつ企業グルー
プを捉える連結実体観の考え方から生じたもの
であるということを理論的に把握し，検討しな
ければならないのである。
　第２章から第５章までの検討から，企業グ
ループを１つの納税の対象として捉える単一実
体概念に統一した連結実体観が適用されるべき
であると主張するができた。アメリカも日本に
おいても単一実体概念と個別実体概念の２つの

概念の交錯が，連結納税制度の実践を困難にし
ているという現状を考えたのならば，一定の基
準を設けて企業に対し具体的に明示する必要が
ある。そのため，単一実体概念に基づいた連結
納税制度を再構築するべきである。
　しかし，本稿には２点の限界が存在する。１
点目は，連結実体観の新たな適用方法が，現在
のアメリカの連結納税制度が有している問題点
においても有効に作用することができるのかに
ついて検討することができなかった点である。
アメリカでは，１９６６年の改正によって，個別実
体概念が登場して以降，単一実体概念と個別実
体概念の交錯が生じている［Abbott（１９８９），p. 

１０７４］。この交錯は現在も存在しており，単一実
体概念と個別実体概念の対立の根源が解消され，
包括的な原理の整合性が実現されてはいない
［Abbott（１９８９），p. １０７５］。連結実体観の交錯
は，日本においてもアメリカにおいても生じて
いるにもかかわらず，日本の場合のみの検討を
行ない，アメリカにおける検討を全く試みてい
ない。本稿は，日本の連結納税制度の普及を目
指すために作成されたものであるため，第２章
で述べた新たな連結実体観の適用方法が，アメ
リカの場合にどのように作用するのかについて
論じることができなかった。
　２点目は，個別的課題として本稿では３つの
課題を取り上げたが，今後，連結納税制度を適
用していく際に生じる可能性のある課題にまで
検討することができなかった点である。連結納
税制度に関する研究のレビューを行なった結
果，個別的課題として「欠損金処理の課題」，
「子会社資産の時価評価の課題」，「内部取引の時
価評価の課題」を取り挙げた。しかし，導入か
ら数年しか経過していないため，これらの課題
の他にも連結納税制度の普及を妨げる課題が生
じる可能性がある。この３つの課題のみを検討
することによって導き出した連結実体観の新た
な適用方法を採用したのでは将来の連結納税制
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度において不都合な点も生じることもあり得る
のである。
　現在，生産販売・資金調達・研究開発等の意
思決定を世界規模で行う世界企業（global firm）
のほとんどが資本的・組織的に密接な関係を有
する複数の企業をかかえている［増井（１９９７），
１２９ページ］。そのため，現在は日本国内に限り
連結納税制度の適用を認めているが，これから
は世界規模で経営活動を行なう企業を対象とし
て，連結納税制度を適用するための方法を新た
に考えなければならない状況が生じてくるもの
と思われる。日本においては国際財務報告基準
への移行の只中にある。連結納税制度について
も，今後必ず国際的標準化の流れによる制度の
改訂が行なわれるであろう。日本において連結
納税制度が広く普及している状況が前提となっ
たうえで，今後は，諸外国との連結納税制度の
適用の整合性を模索する研究が求められるであ
ろう。グローバルな視点から連結納税制度の研
究を行なうことが，新たな知見を示していくた
めに必要不可欠である。その意味において，連
結納税制度に対する研究の余地は残っていると
いうことができよう。

注

１）　本論文では，連結納税制度を適用する企業グ
ループの法人関係を捉える考え方を「連結実体観」
して記載することとする。この「連結実体観」に
ついて，金光（２００６）は「連結主体観」と表現し
ている。しかし，Abbott（１９８９）や Dahlberg
（１９８７）は，「entity」として論じていることから，
「連結実体観」に統一して表記した。
 ２）　単一実体概念と個別実体概念について，両者を
単一主体概念と個別主体概念と表現する文献が存
在する。アメリカの文献では，「single entity 
concept」と「separate entity concept」と表記され
ていることから，本論文では実体概念に統一して
論じることとする。

 ３）　Dahlberg（１９８７）も，「単一実体概念は，関連
グループが１つの課税実体（a single taxable 
entity）それ自体であり，個々の法人メンバーは，
単に全体の構成部分である」［Dahlberg（１９８７），
p. ５４７］と説明している。

 ４）　連結実体観における単一実体概念と個別実体概
念が交錯してしまった状況が生じている原因につ
いて，井上（１９９６）は，「企業集団税制における集
団内会社の損益通算，内部取引損益の消去等によ
る税負担調整機能は，企業集団の経営的一体性と
いう経済関係に着目するものであるが，法律関係
としては，法的主体としての個別法人が存在して
いるという法的事実から出発しているのであり，
また，最終的な法人税の課税も個別会社の段階で
決着するという法律関係から離脱してはいけない」
［井上（１９９６），２３ページ］と述べている。つまり，
連結納税制度の構造自体が単一実体概念と個別実
体概念の交錯を生じさせてしまうような仕組みと
なっているのである。

 ５）　連結納税申告書は経済的実質による租税負担
（連結基準）と法的納税義務（個別基準）を有機的
に関連させた申告方式である以上，課税所得の計
算においては単一の租税計算単位として単一実体
概念が，個別法人への帰属や配分においては個別
実体概念が反映されるのは当然であり，いずれか
の概念によって統一されるものではない［中田
（１９７８），６ページ］という見解も存在する。しか
し，現在の連結実体観の交錯を解消するために
は，１つの概念によって統一された連結実体観の
もとで，連結納税制度を再構築する必要がある。

 ６）　経済的一体性をもつ企業グループを適正に把握
することができたのであれば，社会において受容
されている公平・中立・簡素からなる租税原則を
満たすことができる［藤井（２０１０），３３ページ］。
経済的一体性を適正に把握することとなれば，親
会社と等しい負担能力を有しているグループ全体
に対し，等しい負担を求めている公平を充足でき
る。また，従来の単体課税制度における事業部制
に対しての課税との間に，企業活動における選択
をゆがめないこととなるので中立を保管でき，さ
らに経済的一体性をもつグループの範囲を企業に
明示することとなれば簡素を果たすことになる。

 ７）　企業グループメンバーの欠損金を繰越控除・繰
戻控除するアメリカの規定について，大倉（２００４）
は「経済的個別主体概念よりも経済的一体概念の
ほうが強いことを示している」［大倉（２００４），２１６
ページ］と述べている。単一実体概念が理論的根
拠として考えられているといえよう。

 ８）　仮に，個別実体概念を基礎として欠損金処理規
定を構築した場合，企業グループを構成する個々
の企業の主体性が尊重されるため，企業グループ
全体の成果を導き出すという視点か欠如してしま
う。そのため，欠損金を繰越控除・繰戻控除する
ことはできなくなってしまう。このように規定が
構築されてしまうと，グループ加入前に有してい
た欠損金を企業グループ全体の課税所得金額と相
殺することができるというメリットがなくなって
しまう。さらに，企業グループ全体を課税対象と
した連結納税制度自体の存在意義が失われてしま
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う。個別実体概念を基礎とした場合，現在以上に
連結納税制度を導入する企業が減少してしまう恐
れがあるため，欠損金処理規定に個別実体概念を
用いることは不可能なのである。

９）　「３８２制限」は，企業グループのメンバーに加入
する前の子会社，つまり旧欠損会社（old loss 
corporation）の価値に長期免税率（tax exempt 
rate）の６％を乗じたものである［Pellervo and 
Siders（２００７），p. １４１］。

１０）　独 立 企 業 間 価 格 は，独 立 価 格 比 準 法
（comparable price method），再販売価格法
（resale price method），原価加算法（cost plus 
method），利益分割法（profit split method），比較
可能利益率法（comparable profit method）の中で
決定される。

１１）　算定方法の決定にあたり考慮される要因が①企
業グループ内の法人間取引の取引価格と独立した
第３者間で成立する価格との比較可能性と，②分
析に使用されるデータの推定の質である。
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